
会計予算実施計画

及 び 支 出

収　　　　 　　　　入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 水 道 事 業 収 益 3,065,642

１. 営 業 収 益 2,784,877

１. 給 水 収 益 2,605,569 水道料金

２. そ の 他 営 業 収 益 179,308 加入金・手数料及び一般会計からの消火栓及び応急給水用給水車維持管理費負担金

２. 営 業 外 収 益 280,765

受 取 利 息
及 び 配 当 金

56 預金利息

３. 長 期 前 受 金 戻 入 139,794 補助金等により取得した資産の減価償却費相当分の収益化

４. 雑 収 益 230 証明書発行手数料等

令和３年度　神栖市水道事業

収 益 的 収 入

款 項 目 予定額

１.

２.他　会　計　補　助　金 140,685 一般会計からの営業助成金



支　　　　 　　　　出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 水 道 事 業 費 用 2,847,304

１. 営 業 費 用 2,781,484

１. 受 水 費 1,495,515 茨城県からの供給を受ける受水に要する費用

２. 配 水 及 び 給 水 費 320,946 配水場の維持管理及び配水管の漏水修理等に要する費用

４. 総 係 費 116,354 職員の人件費及び事業活動全般に要する費用

５. 減 価 償 却 費 630,677 固定資産の減価償却費

６. 資 産 減 耗 費 33,793 固定資産除却費及び送配水管撤去費等

２. 営 業 外 費 用 64,820

３. 予 備 費 1,000

１. 予 備 費 1,000

款 項 目 予定額

３. 業 務 費 184,199 使用量の検針及び料金徴収等の業務委託及び検満による量水器取替え手数料等に要する費用

１. 支　　払　　利　　息 62,020 企業債の利息に要する費用

２. 雑　　　　支　　　　出 300 支払利息及び消費税以外の営業外費用

３. 消　　　　費　　　　税 2,500 消費税及び地方消費税の納付税額



及 び 支 出

収　　　　 　　　　入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 資 本 的 収 入 680,949

１. 企 業 債 263,200

１. 企 業 債 263,200 建設改良費に対する企業債

２. 出 資 金 314,164

１. 出 資 金 314,164 建設改良費に対する一般会計からの出資金

３．負 担 金 13,585

１. 負 担 金 13,585 消火栓設置工事費に対する一般会計からの負担金

４．国 庫 支 出 金 90,000

１. 国 庫 補 助 金 90,000 配水管拡張及び更新整備費に対する国庫補助金

資 本 的 収 入

款 項 目 予定額



支　　　　 　　　　出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 資 本 的 支 出 1,410,332

１. 建 設 改 良 費 1,178,268

１. 配 水 施 設 拡 張 費 365,856 配水管拡張整備費等に要する費用

２. 配 水 施 設 更 新 費 696,010 配水管更新整備費に要する費用

３. 設 備 改 良 費 16,500 配水施設改良整備費に要する費用

４.
鰐 川 配 水 場 建 設
改 良 費

40,832 防水壁設置工事及び防犯設備改修工事等に要する費用

５.
知 手 配 水 場 建 設
改 良 費

56,870 配水塔外構整備工事及び資材倉庫設計等に要する費用

６.
別 所 配 水 場 建 設
改 良 費

2,200 機械設備更新工事に要する費用

２．資 産 購 入 費 8,239

１. 固 定 資 産 購 入 費 8,239 量水器及び車両運搬具の購入に要する費用

３. 償 還 金 223,825

1．企 業 債 償 還 金 223,825 企業債の元金償還に要する費用

款 項 目 予定額



（単位　千円）

Ⅰ

当年度純利益 151,910

減価償却費 630,677

貸倒引当金の増減額 4,710

賞与引当金の増減額 0

長期前受金戻入額 △ 139,796

受取利息等 △ 56

支払利息 62,020

固定資産除却費 21,126

未収金の増減額 △ 50,573

未払金の増減額 553

　　　小計 680,571

利息等の受取額 56

利息の支払額 △ 62,020

業務活動によるキャッシュ・フロー 618,607

Ⅱ

有形固定資産の取得による支出 △ 1,079,249

工事負担金による収入 12,350

国庫補助金等による収入 81,818

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 985,081

Ⅲ

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 263,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 223,825

他会計からの出資による収入 314,164

財務活動によるキャッシュ・フロー 353,539

△ 12,935

2,875,174

2,862,239

令和３年度神栖市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高



（単位　千円）

左　の　財　
源　内　訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 水道事業収益

上下水道料金
徴収業務委託

610,469 
平成30年度から
令和２年度まで

359,439 
 令和３年度から
 令和４年度まで

251,030 251,030 

水道管路管理
システム導入
業務委託

30,250 令和２年度 0 
 令和３年度から
 令和７年度まで

30,250 30,250 

定期水質検査
業務委託

5,536  令和４年度 5,536 5,536 

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額事　　項 限度額



（単位　千円）

(1)

イ 123,201

ロ 319,772

△ 75,311 244,461

ハ 24,849,056

△ 9,912,389 14,936,667

ニ 2,171,176

△ 1,139,816 1,031,360

ホ 23,272

△ 8,720 14,552

ヘ 3,000

△ 2,748 252

16,350,493

(2)

イ 299

299

16,350,792

(1) 2,862,239

(2) 512,021

△ 113,880 398,141

(3) 21,669

3,282,049

19,632,841

(1)

イ
3,972,229

ロ 61,400

4,033,629

4,033,629

(1)

イ
236,711

ロ 3,883

240,594

令和３年度　神栖市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計



(2) 124,627

(3)

イ 8,214

8,214

(4) 70,479

443,914

(1)

イ 718,146

△ 365,468 352,678

ロ 2,180,480

△ 715,006 1,465,474

ハ 2,382,908

△ 1,100,271 1,282,637

ニ 190,289

△ 176,409 13,880

ホ 174,010

△ 163,307 10,703

3,125,372

3,125,372

7,602,915

(1)

イ 8,274,435

ロ 2,133,920

ハ 5,748

10,414,103

10,414,103

(1)

イ 83,333

83,333

(2)

イ 227,048

ロ 662,581

ハ
642,861

1,532,490

1,615,823

12,029,926

19,632,841

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 支 出 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 寄 付 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

7 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益
剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



（単位　千円）

1 営　　　 業　　　 収　　　 益

2,360,907

176,325 2,537,232

2 営　　　 業　　　 費　　　　用

1,353,523

292,508

183,959

130,508

623,985

189,054 2,773,537

236,305

3 営     業     外     収     益

440

260,075

159,390

230 420,135

4 営     業     外     費     用

66,351

17,317 83,668 336,467

100,162

5 特　　別　　損　　失

117,883 117,883 △ 117,883

17,721

508,672

490,951

令和２年度　神栖市水道事業予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日）

（１） 給 水 収 益

（２） そ の 他 営 業 収 益

（１） 受 水 費

（２） 配 水 及 び 給 水 費

（３） 業 務 費

（４） 総 係 費

（５） 減 価 償 却 費

（６） 資 産 減 耗 費

営 業 損 失

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金

（２） 他 会 計 補 助 金

（３） 長 期 前 受 金 戻 入

（４） 雑 収 益

（１） 支 払 利 息

（２） 雑 支 出

経 常 利 益

（１） そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



（単位　千円）

(1)

イ 123,201

ロ 316,072

△ 70,834 245,238

ハ 23,965,833

△ 9,556,604 14,409,229

ニ 2,176,832

△ 1,048,150 1,128,682

ホ 22,705

△ 6,341 16,364

ヘ 3,623

△ 3,291 332

15,923,046

(2)

イ 299

299

15,923,345

(1) 2,875,174

(2) 461,448

△ 109,170 352,278

(3) 21,669

3,249,121

19,172,466

(1)
イ

3,945,740

ロ 65,283

4,011,023

4,011,023

(1)
イ

220,003

ロ 3,822

223,825

令和２年度　神栖市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計



(2) 124,073

(3)

イ 8,214

8,214

(4) 70,479

426,591

(1)

イ 735,672

△ 375,519 360,153

ロ 2,098,662

△ 653,114 1,445,548

ハ 2,388,562

△ 1,050,049 1,338,513

ニ 190,289

△ 174,384 15,905

ホ 174,010

△ 163,129 10,881

3,171,000

3,171,000

7,608,614

(1)

イ 7,960,271

ロ 2,133,920

ハ 5,748

10,099,939

10,099,939

(1)

イ 83,333

83,333

(2)

イ 227,048

ロ 662,581

ハ
490,951

1,380,580

1,463,913

11,563,852

19,172,466

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 支 出 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 寄 付 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

7 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰
余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



１.

・

・ 定額法による。
・

１７～６５年
１０～５８年
　６～１６年
　４～　６年
　５～２０年

２.

令和３年度会計に関する注記表

重要な会計方針
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法
(2) 有形固定資産の減価償却の方法

減価償却の方法
主な耐用年数
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
器具及び備品

(3) 引当金の計上方法
ア 退職給付引当金

拠出して以降の追加負担金は一般会計がその全部を負担することとなっているため
退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額

に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
ウ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に
おける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

エ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上
している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表に関する注記
賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和３年６月に，令和２年１２月分から令和３年３月分の賞与及びそれに係る法定福
利費を支給するため，賞与引当金及び法定福利費引当金を取り崩す。



１.

・

・ 定額法による。
・

１７～６５年
１０～５８年
　６～１６年
　４～　６年
　５～２０年

２.

令和２年度会計に関する注記表

重要な会計方針
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法
(2) 有形固定資産の減価償却の方法

減価償却の方法
主な耐用年数
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
器具及び備品

(3) 引当金の計上方法
ア 退職給付引当金

拠出して以降の追加負担金は一般会計がその全部を負担することとなっているため
退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額

に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
ウ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に
おける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

エ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上
している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表に関する注記
賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和２年６月に，令和元年１２月分から令和２年３月分の賞与及びそれに係る法定福
利費を支給したため，賞与引当金及び法定福利費引当金を取り崩した。



１.　総　　　括

給　　与　　費　 　明　　細　　書

（単位：　千円，人）

職　員　数 　給 　　　　　与　　　　　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

（単位　千円）

本　年　度 576 3,183 594 1,956 4,423 1,500 11,778 9,280 6,469 560 40,319

前　年　度 954 3,471 1,008 2,281 4,264 1,500 13,181 10,049 7,049 845 44,602

比　　　較 △ 378 △ 288 △ 414 △ 325 159 0 △ 1,403 △ 769 △ 580 △ 285 △ 4,283

区　　分 法定福利費 合　　計

本年度

損益勘定支弁職員 15 51,214 40,319 91,533 17,045 108,578

資本勘定支弁職員

合　　　　計 15 51,214 40,319 91,533 17,045 108,578

前年度

損益勘定支弁職員 12 16 363 55,508 44,602 100,473 19,143 119,616

資本勘定支弁職員

合　　　　計 12 16 363 55,508 44,602 100,473 19,143 119,616

比　較

損益勘定支弁職員 △ 12 △ 1 △ 363 △ 4,294 △ 4,283 △ 8,940 △ 2,098 △ 11,038

資本勘定支弁職員

合　　　　計 △ 12 △ 1 △ 363 △ 4,294 △ 4,283 △ 8,940 △ 2,098 △ 11,038

手

当

の

内

訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時 間 外　　
勤務手当

管理職　　
手　当

期末手当 勤勉手当
退職手当
負 担 金

児童手当 合　　計



２.　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　　　　分 　内　訳（千円） 説　　　明

861

△ 5,155 職員の異動に伴う増減分等

△ 4,283 職員の異動に伴う増減分等

３.　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　　　　　分

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

（２）初任給

増　減　額（千円） 増　減　事　由　別 備　　考

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 分

そ の 他 の 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

一般行政職

平 均 給 料 月 額 279,740

平 均 給 与 月 額 337,644

平 均 年 齢 38歳11月

平 均 給 料 月 額 284,353

平 均 給 与 月 額 336,227

平 均 年 齢 37歳1月

国 　の　 制　 度

一　般　行　政　職 （円）

高　　校　　卒 154,900 150,600

大　　学　　卒 188,700 182,200

給　　　　　料 △ 4,294

職 員 手 当 △ 4,283

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在

区　　　　分 一　般　行　政　職（円）



（３）級別職員数

構成比（％）

1 級 2 13.3 

2 級 5 33.4 

3 級 2 13.3 

4 級 5 33.4 

5 級 1 6.6 

6 級

7 級

15 100.0 

1 級 4 26.7 

2 級 3 20.0 

3 級 3 20.0 

4 級 4 26.7 

5 級 1 6.6 

6 級

7 級

15 100.0 

一　般　行　政　職

級 職員数（人）

計

計

区　　　　分

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在



一

般

行

政

職

（級別の標準的な職務内容）

区　分 職務の級 標　準　職　務

１　主事の職務

２　主事補の職務

２　級 １　主事の職務

１　係長の職務

２　主幹の職務

１　課長補佐の職務

２　主査の職務

３　高度の知識，経験を必要とする係長等の職務

１　課長の職務

２　副参事の職務

１　次長の職務

２　参事の職務

１　部長の職務

２　上席参事の職務

１　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級



（４）昇給

合　　　計 一般行政職

　　職　　員　　数　　　　　　　　　（Ａ）（人） 15 15

　　昇給に係る職員数　　 　 　　（Ｂ）（人） 14 14

　　２　号　給　　　（人）

　　４　号　給　　　（人）

　　６　号　給　　　（人）

　　８　号　給　　　（人）

　　　　号　給　　　（人）

93.3 93.3 

　　　職　　員　　数　　　　　　　　（Ａ）（人） 16 16

　　　昇給に係る職員数　　　　　（Ｂ）（人） 15 15

　　２　号　給　　　（人）

　　４　号　給　　　（人）

　　６　号　給　　　（人）

　　８　号　給　　　（人）

　　　　号　給　　　（人）

93.8 93.8 

区　　　　　　　　　分

　　比　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　（％）

　　比　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　（％）

号給数別内訳

号給数別内訳

本年度

前年度



（５）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６月（月分） 12月（月分） （ 月 計 ）

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最 高 限 度

（月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

国　 の　 制　 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 

（７）地域手当

　支給対象地域

　支給率　 （％）

　支給対象職員数　　　　　　　　　　 （人）

（８）その他の手当

同

同

異

支給期別支給率

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置（３％～４５％加算）

市内全域

6.0 

15

　国の指定基準に基づく支給率　　 （％） 6.0 

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当
　２キロメートル未満の自動車等使用者に２，３００円支給
　２キロメートル区分ごとに基準額及び加算額制を導入

区 分 備　　　　　　　　考

本 年 度 2.225 2.225 4.45 役職別加算　　　　有

前 年 度 2.250 2.250 4.50 役職別加算　　　　有

国 の 制 度 2.225 2.225 4.45 役職別加算　　　　有


